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株式会社ジャックス　概要

ショッピングクレジット、オートローン、
クレジットカードなどの信販・決済サービ
スを主事業とする「株式会社ジャックス」は、
1954年６月29日設立以来「信を万事の本
と為す」という創業の精神のもと、お客様・
お取引先様との「信用」「信頼」を第一と
した企業活動に、長年にわたって取り組ん
できました。
そして常に多様化するお客様および提
携企業のニーズに、いち早く応えるような
商品・サービスを提供し続けています。

中期３カ年経営計画「RAISE 
2020」での取組み

2018年度には中期３カ年経営計画であ
る「RAISE 2020（レイズ ニセンニジュウ）」
を策定しました。
「日本・ASEANをメインフィールドにし、
お客様に選ばれる先進的なコンシューマー

ファイナンスカンパニー」というビジョンを
標榜。三菱UFJフィナンシャル・グループ
の一員として、取り巻く環境の変化を敏感
にとらえ、安心・安全で利便性の高いファ
イナンスサービスをタイムリーに提供するこ
とにより、日本・ASEANのお客様や提携
先のニーズに応える企業を目指しています。
「RAISE 2020」では、「国内事業の持
続的成長」「海外事業の成長拡大」「生産
性の向上と成長基盤の強化」を重点方針と
して掲げています。
この方針の中で、「生産性の向上と成長
基盤の強化」の実現に向け、お客様から
のお問い合わせに対応するカスタマーセン
ターの業務改善に着手しました。

カスタマーセンターが
抱えていた課題

過去からの合理化と効率化を追求する
過程で、拠点の再編が進み、顧客からの
問い合わせがカスタマーセンターに、より

集約されるようになりました。
オペレーターには、全ての商品のライン
ナップについて適切な回答を行うことが求
められます。
提携カードは百種類以上に及ぶとともに、
キャッシュレスサービスを見据えたサービ
スの多様化も伴い、参照すべきマニュアル
の量は棚に並べて１メートルにも達してい
るものでした。
マニュアル以外にも、回覧、受付簿な
ど参照しなければいけない情報も多岐に
わたります。
さらに、様 な々団体や企業と提携して、
お客様のライフスタイルに合わせた多様な
支払方法や独自の特典・サービスを提供し
ていることも、オペレーターの作業を煩雑
化していました。
この様な背景の中で、カスタマーセン
ターが抱えていたのが、以下の課題です。

①　オペレーターのお客様対応時間の抑制
これまでオペレーターが使用していたマ
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ニュアルは、紙ベースで作成したものであり、
お客様との会話に即した項目を数あるマ
ニュアルの中から探して回答していたため、
どうしても手間と時間を要していました。
複雑な問い合わせになると電話を保留し
たり、折り返しになったり、お客様をお待
たせするケースも少なくありませんでした。
②　高品質な対応スキルの標準化
回答の品質はオペレーター個人の経験
と知識によるところが大きく、回答スキル
が属人化している部分も少なくありません
でした。こうした高いレベルでの対応品質
を標準化する必要がありました。
③　新人の早期育成と教育コスト抑制
前述のような事情から、カスタマーセン
ターのオペレーターには、非常に高度なス
キルが要求され、新人オペレーターの採用
から適切に対応できるレベルになるまでに、
７カ月ほどかかってしまう状態でした。
そのため、オペレーターとしてのスキル
を身につける前に離職してしまう人も多く、
教育コストと離職率の抑制もカスタマーセ
ンター部門にとって大きな課題でした。
また、教育と経験だけでオペレーターの
高品質を維持するのも限界があると考えま
した。

課題解決に向けた
全く新しい取り組み

全社的に業務運営全般を見直す構造改
革に取り組んでいたタイミングでもあったた
め、カスタマーセンターでも業務運営を抜
本的に見直そうという機運が高まりました。
その結果、マニュアルや事務処理など、
紙文化に依存しているバックヤードのあり
方そのものを構造的に改革するために、
AIの導入に踏み切りました。
最終的な目標は、お客様からの問い合
わせを音声認識し、そこから抽出したキー
ワードを用いて、最適なマニュアルの記載
箇所を参照させる環境を構築することです。

AI活用のために必要となった
マニュアルコンテンツの見直し

この取り組みのためには、AIが参照す
るマニュアル自体の見直しも必須と考えま
した。
マニュアルによって、作成時期も違えば、
仕様もまちまちであり、さらにマニュアル
によって、同じ趣旨でありながら記載表現
が異なる場合もあります。こうした違いを

統一しておかないと、AIが誤認してしまう
恐れがあるからです。そしてコンテンツだ
けではなく、マニュアルを参照するデータ
形式にも問題があることがわかりました。
AIから参照させる膨大なマニュアルは、
当初はPDF形式に電子化し、プロトタイプ
を作成して効果測定を行いました。しかし
PDF形式では検索スピードは上がったも
のの、結局は大量の情報が詰め込まれた
ページの中から、必要な回答を人間の目で
確認しなければならず、時間短縮や正確
性の向上には至りませんでした。
その中で、実証に参加したオペレーター
から、マニュアルをHTML形式にしてほし
い、という要望があがったため、HTML
形式にされたマニュアルで試行をした結果、
非常に効果があがることがわかりました。
さらにHTML形式ではハイパーリンク
が利用でき、複数のマニュアル参照が必
要な場合にも即時で相互確認できるように
なることも大きなメリットです。
しかし、次の問題として、自社でマニュ
アルをHTML化する技術がありませんで
した。
そこで、自社内でマニュアル改訂管理・
HTML化も可能とするシステム、富士ゼ

AIの活用による効率化のイメージ
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ロックス社「Apeos PEMaster Manual 
Weaver」採用を決定しました。「Apeos 
PEMaster Manual Weaver」は、マニュ
アルデータを部品化できるXML方式を採
用しているため、大量なドキュメントの中
から必要な情報だけを、よりスピーディー
に検索できる点を評価しました。
Manua l Weaverで標準化を図り、
HTML形式に変換したマニュアルコンテン
ツをAIのプロトタイプと連携したところ、
使い勝手が格段に向上したのです。

実現したAI+マニュアルの
活用イメージ

こうして完成したのは、会話を音声認識
して顧客対応に必要と予想されるマニュア
ルだけを自動でリストアップし、オペレー
ターのPC画面上に即時表示するシステム
「Ｊマニュアル」です。2019年３月に稼働を
開始しました。
これまでは紙のマニュアルを配布して各
オペレーターに管理させていたため、自分

でマニュアルを差し替え・破棄していたほか、
メモを書き込んでブラッシュアップを図る
場合もあり、人それぞれ少しずつ異なるマ
ニュアルになっていました。さらに、カス
タマーセンターは東京と大阪の２カ所に存
在しており、各拠点でマニュアルが少しず
つ異なっていたのです。それが「Ｊマニュ
アル」完成後は、マニュアル作成のルール
を統一でき、マニュアルの新規作成・差し
替え・廃棄の手間も省くことができました。
「Ｊマニュアル」では、図やグラフなども
活用して、より視覚的に見やすくなりました。
色の使い分けも可能になり「こういうケー
スでは、この色のこの情報を見る」といっ
た意識付けも実現できています。
ほかにも、関連するマニュアルへのジャ
ンプ機能やポップアップでの情報表示機
能により、オペレーターが瞬時に欲しい情
報を確認できるようになりました。

得られた効果と今後の展開について

AI技術とパーツ化・標準化されたマニュ

アルコンテンツの連携により、お客様との
会話から正しいマニュアル記載箇所を導き
出す正答率は、当初の目標である90％を
大幅に上回る98～ 99％に達してします。
また、もう１つの大きな課題であった新
人オペレーター育成期間も、３カ月の短縮
を実現しました。
今回はお客様向けの業務が対象でした
が、社内からの問い合わせも非常に多い
状況です。
例えばオペレーターが受け付けた内容を
処理する後方部門にも多くのマニュアルが
ありますので、将来的には社内照会業務の
改善にも導入していきたいと考えております。
今後は社内の様 な々マニュアルを対象と
して、社員の生産性を高めていきながら、
「お客様の問い合わせのニーズをくみ取っ
てオペレーター側から提案する、お客様に
より大きな感動を与えられるカスタマーセ
ンター」を目指していきたいと考えています。

Jマニュアル導入による業務プロセス
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花王の紹介

花王は、日本のトイレタリー市場のパイ
オニアとして知られています。洗剤やサニタ
リー消費など毎日の暮らしを快適にする製
品や、化粧品をはじめとするビューティケ
ア製品に加え、健康をサポートする機能
性食品分野の製品などにも事業分野を拡
大しています。また工業用の油脂製品、可
塑剤なども生産しており、幅広く展開して
います。
現在、国内花王グループは連結ベース
で27社。それらグループ企業の経理や各
種事務作業などの間接業務部門を一手に
担っているのが、花王ビジネスアソシエです。

業界に先駆けてEDIを展開

花王グループはITなどへの取り組みが
早く、業界に先駆けて受発注や出荷、請求、
支払などの企業間の各種取引情報を電子
化し、自動的に処理する「EDI」なども展

開してきました。90年代初めには受発注や
出荷、請求、支払などの企業間の各種取

引情報を電子化し、自動的に処理する仕
組みを実施しています。これは国内初の先
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行事例となり、恒常的に発生する支払請求
といった業務を効率化するために、電子
取引を進めてきました。
しかし、もちろんすべての企業間取引が
電子化され自動的に処理する仕組みが取
り入れられているわけではありません。
特に花王グループは、「地域の皆さんと
ともに成長する」ということを重視し、展開
してきました。取引先様は数万を下りませ
ん。地域に根付いたお取引先様ともお取
引していただいています。そうなると、どう
しても紙の帳票で受発注や請求支払をしな
ければならないケースも生じてまいります。
紙の帳票を処理する場合には人手を介
する必要があり、担当者が必要な項目を
確認・チェックした後、基幹システムに転
記しています。それには膨大な時間と工数
が掛けられています。
また、紙の帳票の場合、書式が異なる
という場合も少なくありません。そのため、
帳票の数だけナレッジの蓄積が必要となり
ます。この作業をどうやってデジタルトラン
スフォーメーション（DX）し、業務効率や
生産性を向上していくのか、ということが
大きな課題でした。
 

作業時間を75%削減。業務効率
とガバナンスの強化を実現

そこでOCRや機械学習、自然言語処理
といったテクノロジーを活用し、さまざま
な書式の紙帳票に対応できるAI OCR
「ABBYY FlexiCapture」を使い、紙の
帳票から抽出した情報を、業務ルール・要
件に則って識別・検証し、自動的に基幹
システムに転記できるようなシステムを構築
しました。
異なる書式の請求書であっても、

「ABBYY FlexiCapture」が必要な項目

を自動的に識別し業務システムに入力して
います。これらの作業には50人日かかって
いましたが、それが12人日まで削減。業
務効率は大幅に向上し、請求書関連業務
の約75％が削減されました。
本システムを導入したことにより、請求
書の入力処理に人が介入する余地が減り、
「転記ミス」や「記載ミス」などが削減され
ました。さらに業者と経理担当者間の連
携が強化され、誤請求や支払遅れなどの
トラブルも起こりにくくなりました。
当社のDXの取り組みにより、支払業務
プロセスの効率化とガバナンスの強化を達
成することができました。
この取り組みは、ファクスなどの処理に
も応用できるものだと考えています。ファク
スは欠品している商品の発注などに使われ
るほか、マスターの対応が間に合わない新

製品の発注でも使っています。そういった
業務効率化にも同システムが利用できるの
ではないかと期待しています。
DXは、多くの企業が抱えている課題だ
と思います。デジタルテクノロジーが進化
していく中、製品、サービス、ビジネスモ
デルも変化し続けています。進化している
デジタル技術を使い、人々の成果をよりよ
いものへの変革するために、DXへの取り
組みは加速させていく必要があるでしょう。
さらにこの 取り組 みは、「 環 境

（Environment）」、「社会（Socia l）」、
「ガバナンス（Governance）」の頭文字
をとったESGに立脚した活動にも沿うも
のだと考えています。
今後も、DXやESGを通じ、「地域の皆
さんとともに成長する」をさらに加速させて
いきたいと考えています。
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ハウスコムについて

ハウスコムは1998年に設立している不動
産賃貸仲介業で、現在は関東圏、首都圏、
関西圏、東海圏を中心に約190店舗を展開
しています。昨年度は約77,000件のお部
屋を仲介させていただきました。なお、2019
年に東証一部に市場変更しております。
当社のミッションは「住まいを通して人を
幸せにする世界を創る」です。「住まい」と
「幸せ」はとても相性が良いもので、就職
や進学、家族が増えるなどの人生の大切な
節目において「より幸せな生活をするために
お部屋をさがす」お客様が多くいらっしゃ
います。その「幸せ」のお手伝いが、私た
ちの最大の使命であると考えております。
当社の活動は、賃貸の仲介から始まり、
現在は「住まいのサービス業」へと発展さ
せていただいております。お部屋をただご
紹介するだけではなく、その先にある、そ
のお部屋での生活までサポートできるよう
な存在となれるよう、新しいサービスの開

発などにも取り組んでいます。

“アフターデジタル時代の
不動産業者”を目指して

当社では、以前より不動産賃貸業界の
アナログな業務プロセスに対して課題感を
持っていました。
具体的には、まず店舗にご来店いただき、
お部屋をご覧いただいた後で、そのお部屋
に住みたいと思っていただけた場合はもう
一度店舗に戻って紙のお申し込み用紙を
ご記入いただくことから、ご契約・鍵の受
け渡しなど、お客様に何度も店舗に足をお
運びいただかなければならないのが、こ
れまでのお部屋さがしのプロセスとなって
いました。また、物件の情報は依然として、
紙とFAXでのやり取りが中心となっており、
契約や更新の手続きも同様です。
一方、今、私たちの生活には急速にデ
ジタル化の波が押し寄せてきています。例
えば、お買い物の支払いをスマホ決済で

行ったり、店内にある商品の情報をタブ
レットで検索したりすることによって、私た
ちのオフラインの行動がオンライン化・デー
タ化されているといったものです。それら
は新型コロナウイルス感染症拡大の影響
を受け、さらに加速していると実感してい
ます。
このいわゆる「アフターデジタル」と言わ
れる世界において、不動産業界はどうなる
のでしょうか。タブレットから内見をし、
Web上で契約を済ませることも可能で、も
ちろんリアルな店舗でお部屋さがしをして
も良い　　私たちはこうした「アフターデ
ジタル」の時代で、お客様の目線から、よ
り幸せな生活をご提供できるような不動産
業者を目指しています。

業務プロセスのデジタル化と　　
文書の電子化とデータ保全の推進

当社では、この動きが本格化し始めた
2014年ごろから、世界全体の変容から取
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図１　オンラインによる契約プロセス

り残されつつあった不動産賃貸仲介の業
務プロセスを見直し、新しい時代に対応し
ていくために長期的な視野に立って、幅広
く、改善・改革を進めることにしました。

これが、当社の取り組み「『アフターデジ
タル時代の不動産事業者』実現のための
オープン・サービス・イノベーションの実
施と、それに伴う文書の電子化とデータ
保全の推進」となります。
まずは、お客様がお部屋を借りられるプ
ロセスを追って、各プロセス（図１）での取
り組みをご紹介します。

①　オンライン接客・オンライン内見
まず、お部屋さがしの入口となる店舗で
の接客、そして内見のオンライン化です。
コロナ禍を受け、2020年の春ごろには
メディア等でも「オンラインで内見に対応す
る不動産業者」が取り上げられていました
が、ハウスコムでは2015年、不動産業界
でオンライン対応をする事業者がまだほと
んどなかった時期に、オンライン対応をス
タートさせていました。
具体的には、まずオンラインでのやり取
りで、お客様のご意向をくみ取る「オンラ
イン接客」、そして当時生まれつつあった
不動産テック企業と連携して開発した自社
システムを使って、実際にお部屋をご案内

する「オンライン内見」です。
この「オンライン内見」に関しては、当
初想定していなかったメリットがありまし
た。それは、お部屋のご案内に関しては
今まで通り実際にお越しいただくのですが、
ご家族、具体的には大学生の方であれば
親御さん、単身赴任されるサラリーマンの
方であれば奥様といった、現地にいらっ
しゃらない方にもその場で物件を確認して
いただいて、お部屋を借りることを承諾い
ただけるということです。
いったん家に帰って相談してから再度現
地に来て契約、とする従来のパターンに比
べて、その場で契約まで進むことができる
ため、営業担当者にとって効率よく、機会
損失も防ぐことができるという大きなメリッ
トが生まれ、当初「オンライン」に抵抗が
あった一部の現場担当者にも浸透していく
きっかけとなりました。
現在は、映像・音声・通信の状況の良
い状態をさぐりながら、自社システムのバー
ジョンアップを繰り返し、さらに広く実施
しています。

②　IT重説
続いて、重要事項説明のIT化です。
借りる場合も、購入する場合も、お部屋
をご契約いただく前には、法律上、必ず
宅地建物取引士と対面して重要事項説明

を行わなければならず、今までは店舗で、
お客様と対面で実施してきましたが、2017
年、「賃貸借契約における借り主への重説」
に限ってインターネットを活用したテレビ電
話などによる重要事項説明の実施、通称
「IT重説」の運用が国土交通省から認めら
れるようになりました。
当社では、運用開始の直後から、積極
的にこの「IT重説」を実施し、対応実績
では業界トップクラスとなっております。な
お、本年は年間２万件を超えるIT重説を
実施する見通しです。

③　 契約書類の郵送に伴う社内ペーパー
レスプロジェクト推進
契約書類の郵送に関しても課題がありま
した。法律で定められているため、書類
そのものは、書面でのやり取りが必要とな
ります。このため、膨大な書類を私たちは
管理していかなければなりません。
そこで、私たちは社内で「ペーパーレス
プロジェクト」を立ち上げて、紙契約書を
すべて電子化する取り組みをスタートしま
した。2019年以降のすべての紙契約書の
電子化を実施し、約60,000件の契約書が
すでに完了しています。

④　電子契約による契約更新
また、電子契約における契約更新もス
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タートしており、劇的に業務プロセスを改
善することができました。
お客様にとっては、更新時に書類が郵
送で届き、サインをしてまた送り返すとい
う一連の作業が不要となり、Web上です
べて終わらせることができるようになりま
した（図２）。
私たちの業務も、入居者様に書類を送
付し、ご返送いただき、さらにオーナー様
とも同様のやり取りをして最終的な書類を
入居者様に送る、という一連のプロセス
がありましたが、電子化によって大幅に改
善されました。
それまでは、契約更新時には、その都
度２年前・３年前の契約書の原本を本社
から取りよせて確認することが必要となっ
ていましたが、電子化することによってタイ
ムリーにお客様と内容を確認しながら更新
のお話を進められるようになりました。
なお、お部屋さがしの本題とは少し離
れる部分では「経費精算のデジタル化」と

いった経理・庶務的な部分を並行して進め
ています。これまでは、担当者の領収書
を紙に貼りつけてそれを本社が取りまとめ
るという処理を実施していましたが、現在
は会社が支給しているスマートフォンで写
真を撮ってそのまま申請できるようになりま
した。

顧客満足度の向上を目指して

このように、各プロセスにおいてオンラ
イン化・データ化を進めていくことにより、
これからの私たちの目指す姿である「『ア
フターデジタル』時代の不動産業者」を実
現するための基盤が完成しつつあります。
また、これらの取り組みを導入することに
よって、お客様にとっての利便性だけでは
なく、店舗における業務フローやスケジュー
ル管理等の業務効率も向上するという効
果も得られました。
この結果は、スタッフの修練度をさらに

高い水準にし、最終的には顧客満足度の
さらなる向上に改めてつなげられるものと
考えております。
まだ道半ばではありますが、不動産業
界におけるデジタル化・データ化の先駆者
として、これからも、お客様・不動産オー
ナー様がさらに幸せになれる世界の実現
に向け、引き続きさまざまな取り組みを実
施するとともに、日々の接客サービスの向
上に努めてまいります。

図２　大幅に改善された業務プロセス
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NECネッツエスアイ株式会社　概要

当社は、NECグループの電気通信工事
会社として創業して以来、時代・技術の変
化とともに事業を拡大してきました。当社
の事業領域は、３つの柱（ネットワークイ
ンフラ事業、デジタルソリューション事業、
エンジニアリング＆サポート事業）でさまざ
まなコミュニケーションを支え、社会に安
心・安全、豊かな世の中の実現に貢献し
ています。

ペーパーレスからイノベーション
を創出する「働き方改革」
Empowered Offi  ceの取り組み

当社の「働き方改革」は、2007年から紙
を使わない「ノ―ペーパーワーク」をはじめ
とした「オフィス改革」を実践し、2015年
からは「時間」と「場所」の改革としてテレ
ワーク制度を開始。さらに2018年からは
「習慣・組織・場所・プロセス」をゼロベー

スで見直しした改革を断行し、社員のイノ
ベーションを創出するために働きやすい環
境を追求した「共創ワーク」を導入しました。
こうした当社の実践経験を踏まえて、

「働き方改革」を実現する際の前提条件の
一つに文書の電子化があります。
当社は、「働き方改革」において当初か
ら文書に係るさまざまな業務をデジタル化
することで、「ノーペーパーワーク」を実現
し改革のスピードを加速。その結果、社員
のライフスタイルに合った働き方で生産性
の向上につなげ、事業を拡大することがで
きました。
特に、新型コロナウイルス感染症（COVID-

19）の拡大防止策についても、多くの社員
がテレワークを実践していたこともあり、
社員の90％以上が在宅勤務を実施しても
従来と変わることなく事業が継続できたと
考えています。
今回は、新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）が全国に猛威を振るう前の
2019年からのＤＸの取り組みついてご紹介

します。
なお、当社の「働き方改革」の取り組み
については、機関誌IM2020年５・６月号
のケーススタディとして寄稿しておりますの
で、ご興味のある方はそちらも合わせてご
一読頂ければ幸いです。

コロナ禍におけるテレワーク
で顕在化した課題

前述したように2017年からテレワークを
導入し、多くの社員が実践してきたことで、
コロナ禍においても大きな混乱もなく事業
継続ができました。その背景として
①　 「ノーペーパーワーク」が定着していた
こと

②　 さまざまな勤務先でもコミュニケー
ション可能なWebでのシステムを導入
し組織内・組織間の意思疎通が可能
だったこと

③　 業務の無駄を排除し効率化したマル
チクラウド環境を構築し、社外にいて
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図１　全社員がテレワークしたときの業務内容整理

もリモートで業務が行えたこと
の３点など組織の壁にとらわれない「共創
ワーク」でOneoffice、OneTeamを実現し
ていたことが挙げられます。
コロナ禍において多くの社員がテレワー
クを実施した結果の課題を図１に整理し
ます。
整理した結果、２点の課題が明確にな
りました。１点目は社員の健康や労務の
管理で、日々出社していれば上司や同僚と
のコミュニケーションをとることで確認でき
ていたことがテレワークで希薄になってい
ました。解決策としてWebでのミーティン
グやチャットでこまめなコミュニケーション
をとることでマネジメントの改善を図りま
した。
２点目は、紙の書類が介在する業務に
ついての扱いです。
主な対象業務は下記の３点です。
１． 日々のルーチンワークで発生する運
転日報や業務報告書

２．出張手配関連業務
３．契約関連業務
組織内の承認行為やフィードバックの遅
延リスクが顕在化し、特に３月～５月は決
算期で多忙となり早急に対象業務の電子

化を推進することが求められました。
電子帳簿保存法に対応した出張経費精
算システムと電子契約システムについては、
2019年度から検討を進めてきましたが、
導入範囲拡大とリリースの前倒しで導入し
ました。
ここからは、今年度電子化された３点の
業務についてご紹介します。
１点目は紙の書類が介在する業務の電
子化です。
運転日報、業務の進捗管理報告など紙
の書類の解決策としてSlack（社内SNS）
やWrike（プロジェクト管理）など、既存の
ツールを利用し短期間でワークフローを構
築、紙の書類を電子化することで業務に
支障をきたすことなく承認行為、情報共有
ができたと考えています。
２点目は、出張手配関連業務の電子化
Concur導入です。
出張時の領収書の確証を台紙に張り部
門承認、経理部門に送る手間は、大きな
負担になっています。
そこでNECグループでは、2019年に
Concurのクラウドサービスの導入を決定
したことで、当社も社内規定の改定を行い
労働組合の了承を得て、2020年５月から運

用開始しました。
自社の個別事情のカスタマイズはできま
せんが、JIIMAの認証アプリケーションで
短期間での導入を実現しました。
出張手配関連システム連携したConcur
のクラウドサービスを利用することで、e-
文書化が実現し、図２の通り全社の工数
を大幅に削減できると試算しています。

３点目は、電子契約業務の電子化です。
（DocuSign導入）
社内文書はペーパーレス化が浸透してい
ますが、年度当初に多くの契約業務で遅
延リスクが発生しました。契約業務のプロ
セスは印刷・製本・印紙貼付・捺印・郵送・
ファイリングと出社しないと処理できません。
こうした課題を解決すべく、2019年から
調達本部（購買部門）内の契約業務につい
て、電子化を推進していましたが、コロナ
禍で全社の契約業務についても電子化す
べく適用領域を拡大し短期間で運用を開

項目 想定削減時間
社員の事務処理工数 約8,000時間
領収書確認作業 約4,000時間
本社スタッフの事務工数 約1,100時間

図２　Concur導入による想定削減工数
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始しました。
取り組み内容は以下の通りです。

①契約電子化の目的
契約書の電子化でペーパーレス化の推
進、業務のプロセス効率化による生産性
の向上、適正化
②検討プロジェクト体制と役割
　・法務部
　法律面でのリスクと制度の検討
　（社内弁護士含む）担当
　・経理部
　会計面での内部統制担当
　・経営システム本部
　 IT関連の内部統制、運用などの立ち
上げ担当

　・企画部・総務部
　プロジェクトマネジメント
③電子化の推進経緯
　・４月～６月
　 調査・企画フェーズ　ペーパーレスガ
イドラインの策定

　・７月～９月
　 準備・展開フェーズ　ペーパーレスマ
ニュアル、お客様向け説明
　資料、教育

　・11月～
　本番・浸透フェーズ　社内web
④電子化する対象契約書
　・全　社
　 基本・個別契約書、注文書、注文請書、
機密保持契約書

　・調達本部
　 個別契約書、派遣契約書、支払条件
通知書、基本契約書及び帯覚書他

⑤電子化対象契約件数
　・全　　社：40,000件／年
　・調達本部：30,000件／年
⑥電子化による改善効果
 　調達本部の個別契約書（1,200件/年）
の場合
　・工　数：900時間⇒300時間
　　　　　（▲66％削減）
　・印紙税：130万円の節税
　・その他：ワークフローによる関連
　　　　　部門の工数削減
　　　　　紙などの経費削減
　・定性効果
　効率化による生産性向上
　 業務品質の改善・向上（未締結、更
新の防止、コンプライアンス等）
　 職場環境・風土の改善（テレワーク対

応、従業員満足度向上、チームマイン
ド醸成）
　※ クラウドサービス経費をかけても費
用削減が実現でき、定性・定量効
果が明確に出ています。

⑦留意点
　・契約書の管理方法
　 紙と電子の二重管理（過去契約書、
電子契約不可の企業等）

　・社内運用ルール
　電子化による規制強化と規制緩和
　・スモールスタート
　コントロールができる内容と部門
⑧ 電子契約システム導入準備段階で検討
すべき４つの視点
 　電子契約システム導入検討に当たり、
図３に示す４つの視点で検討を進めるこ
とで、運用開始後のさまざまなリスクを
低減することができました。
 　特に契約に関する書類は、法律の適
用・利害関係など複雑な要件が多く、
思考が保守的で利用が促進されない懸
念もありました。促進に当たっては、ま
ず小規模な部門で狭い用途でトライアル
的に実施し、運用が定着・浸透してい
ることを見極めながら領域を拡大してい

図３　電子契約システム導入段階で検討すべき４つの視点
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くことが電子化を推進する上で重要な
ファクターであると考えます。
⑨今後の電子化予定業務
・見積書、請求書
・Docusignの適用範囲を拡大
・政府、行政等の地出書類の適用拡大

業務プロセスを支える　　
マルチクラウド基盤

以上のように多くの業務を電子化し、さ
まざまなクラウドサービスを導入することで、
「ノーペーパーワーク」を実践してきました。
しかし、業務毎にクラウドサービスを使
い分けることで情報が分散してしまい、加
えて情報共有の煩わしさや操作性が違うこ
ともあり、全社員が使いこなすまでに時間
がかかるなど、エンドユーザ側の負荷が高
くなったことが課題として浮き彫りになりま
した。
こうした課題に対処すべく、個別業務・
単一の機能でクラウドサービスを考えるの
ではなく、プロセス全体の効率性を上げる
ためにAPIで相互接続し、データ連携や

処理をシナリオに沿って自動化することで
業務プロセスを大幅に短縮する基盤
（Symphonict）を構築しました。（図４）
Symphonict基盤は、新たなクラウド
サービスの追加や入れ替えが容易であるほ
か、音声や映像のネットワークとも連携で
きる柔軟なプラットフォーム基盤です。
同基盤を導入した結果、働く場所の制
約がなくなり、分散型ワークを前提とした
マネジメントとコミュニケーションが可能と
なっています。

まとめ

新型コロナウイルス感染症への対応に伴
い、働き方における新たな課題も明確にな
りました。実際に当社の「働き方改革」を
通して、こうした課題をタイムリーに改善し
ていくことで、出社しなくても業務が遂行
できる時代に即した働き方が実践できると
考えています。
コロナの完全収束後も、出社しなくても
実行可能な業務であれば在宅勤務やテレ
ワーク、サテライトオフィスなどを活用する

ことで、「出社」を目的にせず、通勤時間
の短縮や時間の有効活用など生産性の高
い「ニューノーマル」な働き方にシフトする
ことが可能となります。

社長の牛島は、事業拡大するにあたり、
Beyond Bordersというメッセージを発信
しています。
今までは社員一人ひとりの生産性を上げ
るための「働き方」を追求し改革を実践し
てきましたが、社員一人ひとりの「イノベー
ションを起こす源泉の社員が、例えばどの
ような環境であれば、最もイノベーション
が起こしえるのか。もしくは今後進めるに
あたって、社員そのものをマインドチェンジ
しながら進めていくためには、どのように
取り組めばよいのか、そういったことが実
践できる環境を会社は提供しなければな
らない」と謳っています。

社員がイノベーションを加速するために
「ストレスからの解放」として「心のゆとり
を持てるストレスフリーなオフィス」且つ「組
織やエリアからの解放」として「個人の能
力を最大限引き出せるオフィス」と定義付
けをして「分散ワーク」を導入しました。
当社は、2007年から紙を使わない「ノー
ペーパーワーク」を実践して文書の電子化
を推進し、時代の要請とともに、契約関
係など社外のステークスホルダーの方 と々
も文書を電子でやり取りすることでより一
層の社内業務の効率化、社員の生産性向
上に努めてきました。
今後どの様な社会環境になっていくのか
不透明な時代に、どの様な環境でも業務
の遂行が当たり前となる「ニューノーマル」
な働き方ができる基盤を提供し、社会に
貢献していきたいと考えています。

図４　　マルチクラウドサービス基盤
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日本ユニシスグループ　概要

日本ユニシスグループは、日本初の商用
コンピューターによって今日の情報社会を
拓き、以来60年以上にわたりシステムイン
テグレーターとして顧客課題を解決し、社
会や産業を支えるシステムを構築してきま
した。この経験と実績をバックボーンに、
業種・業態の垣根を越え、さまざまな企
業をつなぐビジネスエコシステムを創る中
核となり、顧客・パートナーと共に、社会
を豊かにする、新しい価値の創造と社会
課題の解決に取り組んでいます。

働き方改革の一環として
「Box」を導入

当社では、これまで社内の情報システム
部門で用意したファイルサーバーを各部署
に割り当てる形式で電子コンテンツを利活
用してきました。これまで当社のファイル
サーバー利活用においては、常に増え続け

るデータの保存容量不足、社外取引先や
協業企業との共有に対する技術的な障壁、
外出先でリアルタイムな情報へのアクセス
ができない利便性の乏しさ等、いくつもの
課題を抱えていました。企業の働き方改革
が重要な経営課題となっている現代にお
いて、「いつでも・どこでも・誰とでも」安
全に仕事ができる、このような電子コンテ
ンツ利活用環境の実現を目指し、当社は
「Box」導入に着手しました。
Boxは、クラウドストレージの機能に加え、
セキュリティ機能が非常に充実しており、
コンテンツの管理・共有・コラボレーショ
ンを促進できるクラウド型ストレージサー
ビスです。最も大きな特徴の１つとして、
企業向けプランである「Enterpriseスイー
ト」等の選択により、容量無制限のデータ
保存が可能であることが挙げられます。従
来のファイルサーバー利用の課題であった
データ保存容量制限にとらわれず、電子コ
ンテンツが保存できることで、増え続ける
社内情報資産保全に大きく貢献します。ま

た、Boxは電子コンテンツの容量無制限保
管に加え、非常に充実したコラボレーショ
ン機能を兼ね備えており、社外関係者とも
安全に電子コンテンツの共有、編集が可能
です。社外関係者と共同編集ができること、
外出先においてもBoxに保存しているコン
テンツをスマートフォンで参照できること、
またBoxへのコンテンツ集約により、知識
の共有や検索時間の短縮が可能になるこ
とも、Box導入の効果として期待できます。
上述の通りBoxの導入によるさまざまな
利便性メリットに加え、Boxが備える高度
なセキュリティ機能により社内情報資産ガ
バナンス強化にも一定の効果が期待できま
す。Boxでは保存されるすべてのデータに
対して、閲覧・編集等、詳細のアクセスロ
グが記録されるため、万一の場合のセキュ
リティ事故発生時には短時間で正確なデー
タ操作状況の把握が可能になります。こ
れにより、事故発生に伴う被害を最小限
にとどめる効果が期待できます。併せて
BoxではISO 27001をはじめとする各種第
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三者認証を取得しており、クラウド事業者
として万全なセキュリティ対策を施してい
るため、サイバー攻撃等外部の脅威に対し
て安全に電子コンテンツの利活用が進めら
れます。
　

導入前から導入後の
利用定着までの取り組み

当社グループでは、2019年３月にBoxを
導入し、2019年８月に全社員が利用を開
始しました。その後、協業企業とのコンテ
ンツ共有においてもBoxを活用するため、
協業企業用にもライセンスを用意し、2020
年３月に利用を開始しました。契約してい
るライセンスは、Box Enterpriseスイートと、
オプションであるBox Governanceです。
ここでは、Box導入における情報システム
サービス部の取り組みについてご紹介し
ます。

１．セキュリティ強化のための取り組み
前述のとおり、Boxのセキュリティ機能
は非常に充実していますが、サービスを安
全に利用するためには提供される機能だ
けではなく、社員一人一人の意識が重要で
す。情報システムサービス部では、社員が

Boxを安全に利用できるよう、セキュリティ
部門と共同で利用ルールを策定しました。
さらに、全社員の利用開始に際し、ルー
ルに関するｅラーニングを準備し、ｅラー
ニング受講後のテストで合格することを
Boxの利用開始条件としました。このｅラー
ニングにより、Boxが導入されたことを全
社員が認識し、利用ルールについても認
知されたと考えています。
また、セキュリティ強化の施策として、
社外取引先等、外部ユーザーの招待は制
限し、業務上招待が必要な場合のみ、組
織長の承認に基づく申請により制限を解
除することとしています。これにより、不
用意に外部のユーザーを招待することを防
ぎ、情報漏洩などのセキュリティ事故を防
いでいます。
さらに、当社協業企業との共有におい
ても、テナントを分割するこ
とで、セキュリティを確保し
ています。社員用のBoxテナ
ントとは別に協業企業用の
Boxテナント（下図における
BPテナント）を用意し、社員
が協業企業要員を外部ユー
ザーとして招待することでコ
ラボレーションできるように

しました。BPテナント内にはコンテンツは
格納不可とすることで、コンテンツは社員
用テナントにて一元管理し、操作ログ等も
すべて社員用テナントで管理しています。
また、BPテナントではBox Governanceの
コラボレーションホワイトリスト機能を利用
し、必要な外部のテナントからのみ招待さ
れることを許可する設定としています。

２．Box利用を定着させるために
Boxの全社利用を開始し、次なる課題
は社員のBox利用率向上と利用の定着化
でした。従来のファイルサーバーとは操作
性が大きく異なり、また充実した機能一つ
一つを理解して活用するためには、情報
発信や教育の活動が不可欠であることか
ら、トップダウン・ボトムアップ両面からの
さまざまな取り組みを行いました。
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最も効果があった施策のひとつとして、
経営層から、社員間の電子メールファイル
添付の原則禁止を通達したことが挙げられ
ます。新たなコラボレーションツールであ
るBoxの利用促進において、トップダウン
でのメッセージ配信は絶大な効果がありま
した。
情報システムサービス部では、Boxに関
する全社アナウンスをBox Noteで作成す
ることで、社員がBoxに触れる機会を増や
すことから取り組みました。Box Noteを用
いた社内ポータルサイトも用意し、Box利
用に関するさまざまなガイドを公開しまし
た。ガイドだけではなくハンズオン形式で
の研修を希望する声が多かったことから、
本社・全国の支社支店にて、希望者向け
のハンズオン研修を実施しました。役員向
けの研修も実施することで、当社グループ
全体のBoxに対する認知度・理解度を上げ
ることにつながりました。
また、社内SNSを活用し、Boxの活用
方法や使用上の困ったことを相互に相談で
きる環境も提供しました。SNSでは、情報
システムサービス部のBox担当者のみなら
ず、社内でBoxを活用できている方からも
積極的に回答が得られ、非常に有益な相
互扶助の場となっています。
全社利用開始から約半年後に、社員の
Box利用傾向を把握する目的で、全社アン
ケートを実施しました。このアンケートによ
り、社員の生の声を集めることで、Box利
用における課題の解決につながる施策の
検討や、社員の要望への対応を進めるこ
とに繋げています。アンケートの回答では、
Boxを利用することによって得られた効果
として、「コンテンツの所有者が明確である
ため、そのコンテンツについて誰に質問す
べきかわかりやすい」、「権限設定により編
集可否を選択できるため、従来のファイル

サーバーで発生していた意図しない資料更
新が起こらなくなった」等、Boxの権限設
定を理解して活用できていることが確認で
きました。また、「Box Noteでの会議ア
ジェンダの作成・共同編集により、会議が
円滑に進んだ」、「移動中などの社外でもモ
バイルアプリでファイルを確認できるように
なった」等、Boxの機能により業務効率が
向上していることもうかがうことができまし
た。
一方、アンケート結果から、コラボレー
ション機能が活用されていないという課題
があることが分かり、Box全社利用開始
時に続き、２回目の全社員必須ｅラーニン
グ「コラボレーション編」を実施しました。
外部ユーザーの招待や、コメント機能、ファ
イルの共同編集など、アンケート結果で認
知度が低かった機能について、実際の操
作を交えた動画で紹介することで理解度
の向上を図りました。
ここまでのトップダウン・ボトムアップ両
面からの施策により、Box利用率は、利用
を開始して４ヵ月目となる2019年11月には
９割を超え、その後も維持できています。

Boxの利活用に向けた新たな施策

Box導入から約１年半が経過し、Box利
用率向上と利用の定着化において一定の
成果に達することができました。現在、当
社では「働き方改革」の実践方法としてさ
らなるBox利活用を模索しています。
新たな施策のひとつに、Box APIの
利活用があります。Boxは多くのAPIを
公開しており、APIを活用することで、ア
プリケーション開発やさまざまなシステ
ムとの連携が可能となります。現在、社
内業務システム構築においてBox APIの
活用に取り組んでおり、Boxが提供する

「Box Platform」サービスを採用し、実装
方法の検討を行っております。
さらに、当社グループでは近年、複数
のSaaS型クラウドサービスを全社導入して
おり、既存業務システムとクラウドサービ
スの連携や、クラウドサービス間の連携も
積極的に進めています。Box導入時に、コ
ンテンツはBoxに集約する方針を掲げてお
りますが、データをBoxに移行するには、
各業務システムやサービスからBox上の
データへのアクセスが必須です。相互に連
携することでBoxを単なるコンテンツの格
納場所ではなく、データの利活用やコラボ
レーションの充実化につながる重要なプ
ラットフォームとして、投資対効果をより高
めて活用していきたいと考えています。

働き方改革の実践に向けて

今後は、電子コンテンツを経営に生かし
ていくための施策として、Boxが標準装備
しているBox Relay Liteによる簡易ワーク
フローの実現や、電子承認のクラウドサー
ビスとの連携により、業務効率および利
便性を向上していくことを計画しています。
また、メールへのファイル添付廃止に続き、
メール主体となっている業務を削減し、
メールの文化そのものを廃止していくこと
で、より業務効率の向上を図り、働き方改
革を大きく前進させていきたいと考えてい
ます。
なお、当社のBox導入に関する取り組み
については、日本ユニシスグループが発行
する技報第147号（2021年３月発行）の
「Boxによる新しいワークスタイルの推進」
にてより詳細な内容を掲載しておりますの
で、ご興味のある方は合わせてご一読いた
だければ幸いです。
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株式会社武蔵野　概要

1956年の創業以来、世の中のニーズに
合わせて進化を続けてきました。現在、
主に２つの事業を展開しています。
１つは、株式会社ダスキンのフランチャ
イズ東京１号加盟店としての「ダスキン事
業」。もう１つは、独自で培った仕組みやノ
ウハウを提供し、全国の中小企業を経営
改善へと導く「経営支援事業」です。
1995年より「社会に価値ある会社」を目
指し、経営の改革と社員教育を徹底。そ
の結果、2000年、2010年に「日本経営品
質賞」を受賞。２度の受賞は国内初の快
挙です。
現在は基盤となるダスキン事業に加えて、
自らの知見を世の中に還元すべく“企業文
化づくりの指南役”として、全国の企業経
営者の支援事業を行っています。

今回の取り組みの背景と事前課題

取り組み背景

10年ほど前から帳票の電子帳簿保存法
への対応を検討していましたが、既存シス
テムベンダーよりタイムスタンプ実装法や法
的申請手続きについて満足のいく提案が
受けられず推進が進まずにおりました。経
理書類としては領収書・請求書が月間約
1,500枚、基幹事業であるダスキンでは月
間約20,000枚の売上伝票やその他契約書
等を原本保管していました。今回の取り組
みを推し進めたきっかけとして、以下の２
点になります。
① 平成27．28年の電子帳簿保存法要件
緩和
② 第12回ベストプラクティス賞を受賞し
た茨城県大同青果株式会社様が弊社
の経営サポート会員であったご縁
要件緩和による機会の到来と、経営サ
ポート会員としてご縁のあった茨城県大同
青果株式会社様でのペーパーレス化の成

功事例を弊社に横展開、書類保管の業務
プロセスの改善を目的に「スキャナ保存」
含めた総合コンサルティングを茨城県大同
青果様に依頼しました。

事前課題
弊社が抱えていた電帳法への対応の事
前課題として以下の４点となります。
①案件の進め方
 　各種伝票・書類が多数あり、電子化
の優先順位付けの判断が困難であった。
②紙廃棄
 　複合機のスキャナ機能では法令対応
できず紙の原本破棄ができない。
③保管スペース
 　本社に隣接の建物２階に保管。月次
で段ボール詰めした書類の運搬作業、
書類の検索に時間を要していた。（写真
１参照）
④郵送・検索コスト
 　領収書、請求書は各拠点から社内郵
送。そのチェック及び、書類の保管、検
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ペーパーレス化に向けた具体的
な取り組み
～技術の組み合わせで課題解決～

全体として
今回「スキャナ保存」含めた総合コンサル
ティングを茨城県大同青果様に依頼しまし

た。合計３回のプレコンサル実施後、対象
を16帳票に絞り３つのフェーズ分け、１年半
のプロジェクト化を行いました。（図１参照）
ペーパーレス化の取り組みにあたり、以
下３点のハードウェア・ソフトウェアを導入
致しました。

① 「スキャナ保存」が可能な「ScanSave 
on ONeSaas」
②専用スキャナ（富士通製fi -7160）×２台写真１　保管スペースにて段ボール詰めされた書類

図１　３つのフェーズに分割された各種業務内容

図２　アンテナハウス社の「ScanSave on ONeSaas」
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③ 帳票OCRソフトウェア　FormOCR v.7.5
また、自社開発の決裁ワークフローシス
テム「スピード決裁」の改修、機能追加を
行いました。導入したソフトウェア、クラウ
ドサービスに関しては、電子帳簿保存法
対応のソフトウェア、クラウドサービスを徹
底的に比較し、弊社情報システム部のクラ
ウドサービスに対する要望や、業務運用
要件等の観点からアンテナハウス社の
「ScanSave on ONeSaas」を選定しました。
（図２参照）

経理（領収書・請求書）
弊社ではかねてから自社開発の決裁
ワークフローシステムの「スピード決裁」を
使用しています。領収書や請求書を写真
やデータで添付できるので、稟議の承認
は紙ではなくデータですでに行っていまし
た。しかし、フロー図（図３参照）にもあ
る通り稟議完了後は領収書や請求書の原
本を経理に社内便で送り、届いたものを

経理が確認し会計処理と振込処理を行い、
完了したものは段ボールに詰めて原本保管
しておりました。
今回紙の原本保管を電子保管するため
に既存の決裁ワークフローシステムに改修
を加えております。まず、新規導入した
ScanSaveに取り込むためのデータを自動
生成する機能追加を行いました。決裁に
添付されている領収書・請求書の写真や
データと決裁に入力されている日付や取引
先、金額等の必要情報をCSVファイルに
書き出す機能です。
その両データをScanSaveに取り込むこ
とでデータに対し日付や金額、その他の決
裁情報が突合され保存、その後ScanSave
内で自動的にタイムスタンプが付与される
という流れです。元々使用していた決裁
ワークフローシステムに改修を加え、新規
導入したScanSaveで保管しタイムスタンプ
を付すことで電子保存をするという流れを
作りました。

経費精算に関しては、もともとは台紙に
レシートを並べて糊付けし、スキャン、そ
ちらを紙の領収書原本で経理に回す運用
でした。電子帳簿保存法対応に当たり「一
の入力単位」の要件を満たすため、領収
書一枚ごとのスキャンと金額等必要事項の
入力を可能にするOCR機能を決裁ワーク
フローシステムに追加、また領収書原本を
経理に回さない運用を可能にするために、
同一領収書の二重申請の防止機能を追加
いたしました。
組込みのしやすさ、レスポンス、利用
料金等の論点に基づき、複数のOCR組み
込みモジュール候補から選定しました。
OCR精度をアップさせるためのチューニン
グに約３ヵ月を要しましたが、領収書300
枚のサンプリングから傾向分析して対策を
実施することで問題を解決しました。現場
担当者への領収書の写真の取り方、申請
の仕方の変更に伴う業務フロー変更の徹
底、電子化保存規程に則った定期検査の

図３　自動決裁ワークフローシステム「スピード決裁」の流れ
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運用定着化が苦労した点です。

営業サポート（ダスキン伝票・契約書等）
営業サポートは主にダスキン事業部の事
務全般を担当する部署であり、伝票発行
や伝票メンテナンス、請求書発行を行う部
署です。月間約65,000枚の伝票や請求書
等の書類を使っております。上述の通り、
各種伝票・書類が多数あるため、優先順
位をつけてフェーズ分けし段階的に行う計
画を立てました。

　 第一フェーズ：契約書・口座振替依頼
用紙・お取引確認書

かねてから既存の複合機のスキャナー
機能で電子化、基幹システムのお客様ID
と紐づけを行っていました。基幹システム
にScanSave用のCSVを作成する機能を
追加、両データをScanSaveにアップロー
ドし保管、タイムスタンプを付すという流
れを作りました。
　第二フェーズ：ダスキン納品書兼入金票（控）

伝票のデータ化は導入した専用スキャ
ナ（富士通製fi-7160）を使用します。ま
た新規導入した「帳票OCRソフトウェア　
FormOCR v.7.5」で伝票内にある「顧客
コード」、「日付」、「注文番号」をOCRで領
域指定し、PDFファイル名のリネームに成
功しました。（図４参照）
必要情報は基幹システムよりCSVデータ
を作成、第一フェーズ同様PDFとCSV両
データをScanSaveにアップロードしデータ
をマッチングすることで保管を可能としま
した。専用スキャナ付属アプリ並びに有料
版のアプリのOCR機能では、証憑の読み
取りが上手くいかず、別途「FormOCR 
v.7.5」を導入し、３点領域指定OCRなどテ
ストを何度も繰り返して微調整、課題を克
服しました。

導入効果
書類搬送業務の削減（ScanSave導入に
より電子保管）に関して、経理では５名×１

時間×12ヵ月＝年間60時間、営業サポー
トでは４名×２時間×12ヵ月＝年間96時間
の効率化が見込まれます。
書類探索業務の削減（ScanSave導入に
より電子検索が可能）に関して、経理では
10名×１時間×12ヵ月＝年間120時間、営
業サポートでは１件×２時間×月５回を12ヵ
月分＝年間120時間の効率化が見込まれ
ます。

今後の展望

プロジェクト推進
現状進めているプロジェクトですが、現
在第３フェーズまで来ており、今後も対象
帳票の電子化保存を引き続き進めています。
合わせて、プロジェクト推進による追加業
務のフローの見直し・改善を行います。特
に請求書に関しては電子請求の件数を増
やし、手作業でスキャンする手間も削減し
ていきます。

税制改正
令和３年の税制改正大綱内容（スキャ
ナ保存・電子取引に関する保存要件抜本
緩和）や、2023年導入予定の電子インボイ
スへの対応（請求書、領収書）も視野に入
れて電子化を進めていきます。

電子化牽引
弊社のメイン事業の一つである経営サ
ポート事業、750社の経営サポート会員様
に、今回の弊社の取り組みを横展開し、
全国の中小企業の電子化を牽引していけ
る存在を目指して、更なる改善を積み重ね
ていきます。

図４　OCR機能でテキスト化された伝票
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バックオフィス業務
ペーパーレス化の背景

２年前、第12回ベストプラクティス賞の受賞
茨城県大同青果株式会社は、1972年、
水戸市公設地方卸売市場に青果物卸売会
社として創業いたしました。豊富な品揃え
と安心・安全な信頼される青果物を流通
させることをモットーに、皆様の食生活を
豊かにするお手伝いをしています。当社の
昨年度年間取引量は47,700トン、金額にし
て107億円になります。
２年前、当社は「第12回JIIMAベストプ
ラクティス賞」を戴くことができました。日々
の販売業務終了後、事務所で行う伝票処
理及び基幹システムへのデータ入力業務を、
スキャナ保存及び手書帳票OCR読取機能
によってペーパーレス化するといった取
組が評価されての受賞となりました。
それまで、販売担当者が青果物の仕入
及び販売に関する伝票（日 、々枚数にして
3,000枚にも及ぶ）を全て手書きで作成、

その伝票を目視しながら基幹システムに入
力、その後営業事務員10名が再度同じ伝
票を目視しながら基幹システムにベリファ
イ入力することでデータを突合し処理して
いました。
2018年６月、アンテナハウス社製クラウ
ドサービス「ScanSave on ONeSaas」を
利用したスキャナ保存及びOCR読取機能
により、これらの伝票処理業務は一気に
効率化されました。日 、々販売担当者が
伝票を目視しながら基幹データに入力して
いた業務は、伝票をスキャナで取り込み
OCR読取データをチェックする業務へと効
率化されました。また、OCR読取データを
販売担当者がチェックすることにより、営
業事務員がそれまで日 入々力していたベリ
ファイ業務の必要性がなくなり、結果とし
て業務時間の大幅な削減につながりました。
導入当初は、仕事のやり方が変わるこ
とに反発していた社員もいました。しかし
現在では伝票処理に掛かっていた時間が
１日につき約１時間削減されました。正午

過ぎまで要していた伝票処理業務が午前
の間に完了できるようになる等、非常に大
きな効果が出ています。

ITコンサルティング部設立～さらなる
電子化による業務効率化への取り組み

電子化への革命的ともいえる流れに対応
し、ITシステムによる業務効率化と書類
電子化を社内に根付かせるため、また、
前述のスキャナ保存の導入実績を他社へ
横展開しITシステムの導入や普及を支援す
るため、2019年、当社はITコンサルティン
グ部を新たに設立いたしました。
ITシステムによる業務効率化と書類電
子化の課題として、まずは当社のバックオ
フィス業務がありました。詳細は後述しま
すが、紙の申請書が多い、そのために紙
の保管スペースが圧迫されている、さらに
はハンコリレーでの紙の申請書の承認によ
る時間のロス、口頭での連絡が多くエビデ
ンスを残さない社内コミュニケーション
等 、々およそITを推進していこうという会
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社とは呼べないようなアナログなバックオ
フィス業務がそこにはありました。それら
のバックオフィス業務について根本から洗
い出し、改善の優先順位をつけ、当社の
実情に合ったITシステム導入を検討してい
くことになりました。

バックオフィス業務の抱えていた課題

とにかく紙が多い実情（写真参照）
日々3,000枚の仕入や販売の伝票は、電
子帳簿保存法に対応したスキャナ保存に
より、大幅にペーパーレス化を進めること
ができましたが、依然として総務部が保管
しなければならない書類（取引先との売買
契約書やその覚書、賃貸に関する契約書、
国税関係書類、勤怠や給与計算に係る申
請書、社内管理のための資料等）がキャビ
ネット内に大量に保管されていました。書
類管理が難しく、必要な保存期間が過ぎ
ていた書類についても、満足に整理整頓
がなされていない状態でした。また、歴
代の担当者によって書類整理ルールが微
妙に異なっており、過去の書類を検索する
際、該当書類を探し出すことが非常に困
難でした。

紙の保管スペースの圧迫
仕入や販売の伝票をペーパーレス化する
ことにより大幅に改善されてはいましたが、

依然として、紙の書類による保管スペース
の圧迫といった実情は残されていました。

承認フローの非効率性
各種申請書は紙で運用されており、申
請者による申請後、ハンコでの承認、総
務部による申請事項が処理されるまでに
数日を要していました。特に、承認者が長
期出張等で不在の場合、申請者が申請し
てから１週間以上も承認が滞っている状況
もありました。その後、承認者が出社した
際に滞っていた申請書が一気に承認され
るため、日によって申請処理の業務負荷に
ムラがあり非効率的でした。

内部統制と社内コミュニケーション
当社の内部統制についても課題がありま
した。申請内容をよく確認せず承認のハン
コを押してしまう上司、他部署との連携不
足、エビデンスを残さず口頭や電話での
連絡や指示が飛び交う社内コミュニケー
ション等。ついには、内部チェックの不備
により多額の損害を出してしまったケース
もありました。そのため、社内にITシステ
ムを導入し業務効率化を図る際、内部統
制の強化も重要課題の一つとなりました。
以上のような背景から、バックオフィス
業務のITシステムの導入に向け、ITコン
サルティング部は以下の具体的な取り組み
を実施しました。

ペーパーレス化に向けた
具体的な取り組み

業務分析
まず始めに、バックオフィス業務を細か
く洗い出し現状の把握に努めました。特
にバックオフィス業務の内、５つの分野（勤
怠管理、給与計算、経費精算、ワークフロー、

会計）について実態調査を実施しました。
具体的には、業務の詳細、業務に費やし
ている時間及び人数、業務が抱えている
問題点等について、担当者へ聞き取り調
査を実施しました。

重要課題抽出
上記５分野の内、特に紙での処理が主
であった業務領域において、それぞれの
重要課題を抽出しました。具体的には、
紙を使用した業務に対し、
 「本当に紙がなければその業務は不可
能かどうか」
 「その業務の内、ペーパーレス化できる
工程はあるか」
等、さまざまな深掘りを実施しました。

課題解決に沿ったクラウドサービスの
選定および導入（図１参照）

重要課題が抽出できた後、その課題を
解決するためのクラウドサービスについて
検討しました。製品デモを各社に依頼、
当社の実情を鑑み比較検討を重ねた結果、
次のクラウドサービス選定に至りました。

・ 勤怠管理及び給与計算分野については、
株式会社ネオキャリア製「jinjer」

・ 経費精算分野については、株式会社ラ
クス製「楽楽精算」

・ ワークフロー分野については、勤怠関連
は「jinjer」、その他の分野は「楽楽精算」

・ 会計分野については、株式会社TKC製
「FX4クラウド」

新たな運用ルールと内部統制の構築
経営者である社長がITシステムによる
業務効率化を図るために大きく舵を切ると
いう意思決定をしたところで、その土壌と
なる社員への地道な教育環境がない場合、
全社への意思の浸透は難しいものになりま

とにかく紙が多い実情
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す。現に２年前、伝票のスキャナ保存に向
けた動きの中で、社員からの急激な変化
への反発が大きく、導入に苦慮した経験
がありました。とりわけ中小企業において
システムを一新するということは、今まで
慣れていた業務のやり方が全く通じなくな
り、新たに業務を覚えなければならない
のは大きな負担となることでしょう。
このような過去の経験を踏まえ、新たな
運用ルールや内部統制について社員に寄
り添いながら地道に丁寧に教育し続けるこ
とにより、今回は大きな反発もなくスムー
ズに導入が進むことになりました。

クラウドサービス導入時のポイント

システム導入アプローチ
クラウドサービス導入にあたり、当社の
場合、社長による方針の決定をトップダウ
ンでスピード展開することを最も重要視し
ました。ITコンサルティング部が情報収集
を行い、詳細を社長へ報告、どのクラウ
ドサービスを導入するかについて社長の判
断を仰ぎました。

内部体制構築
それまでハンコの押印によって承認する

ことに慣れていた承認者が、デバイスの画
面を見ながら直感的に操作できない場合、
承認に係る操作が煩わしくなり、申請の
チェック及び承認の頻度が低下する等のリ
スクが発生します。承認者にとって利用し
やすいワークフロー機能を導入することに
より、いつでもどこでも、申請のチェック
及び承認が可能となりました。
また、申請者にとっても、承認がどこで
止まっているかが可視化されたことで承認
の催促が容易になったことや、過去の申
請内容検索が可能になるなど、利便性が
飛躍的に向上しました。

サポート体制
ITコンサルティング部が推進役となり、
システム導入手続や各種マスタ設定、各種
データ入力や運用ルール整備等を進めて
いくこととなりました。その際、テクニカル
サポート担当者とリモート会議等による打
ち合わせを定期的に重ねました。会計業
務等、専門的な分野における不明点がリ
モート会議によって解決しなかった場合、
サポート担当者やITに強い税理士に当社
までご足労いただき、手厚く支援いただき
ました。
また、豊富な導入実績に基づいた非常

に明快なサポートマニュアルが備え付けら
れていることも重要なポイントでした。マ
ニュアルが充実していることで、設定作業
時に発生する多くの不明点を解決すること
ができ、お陰様でスムーズな設定が可能
になりました。

クラウドサービスの導入から
安定運用までの道のり

従業員への展開
運用開始直前、ITコンサルティング部が
説明役となり、15分程度の社内説明会を５
度に渡り開催。全従業員を対象にログイン
方法及び申請方法について説明しました。
また、承認者を対象に、申請内容の閲覧
方法及び承認方法について説明しました。
その後、運用開始日より１か月間を初期
運用支援強化期間と位置づけました。具
体的には、従業員が実際に新システムを
使用し、浮かび上がってきた疑問点に丁寧
に対応しつつ、運用しやすい環境作りに
注力しました。さらに、それらの疑問点を
まとめ、社員向けのマニュアル作成に活か
すことができました。

運用定着に向けて
2020年、当社は「楽楽精算」「FX4クラ
ウド」「jinjer」といったクラウドサービスの
運用を立て続けに開始しました。ITシステ
ムの急な変化に対応するため、ITコンサ
ルティング部が社内の相談窓口となり、運
用を安定させつつ改善点があれば随時設
定を変更し、より使いやすいよう対応しま
した。また、ITコンサルティング部の業務
負荷が増大しないよう、ある程度運用が
安定した後、総務部に窓口対応業務や管
理業務を分散するなどの対策を行いました。
現在も、社内において比較的ITに強い

図１　バックオフィス業務マルチクラウド導入イメージ
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人材を中心とした全社的な運用を推進す
ると共に、操作や運用に関する社内勉強
会を定期的に開催することで、運用定着を
可能にしています。

バックオフィス業務の効率化
およびペーパーレス化の達成

導入による定性効果（図２参照）
「楽楽精算」の導入により、請求書や領
収書等の国税関係書類を電子帳簿保存法
に対応した方法でデータ保存することが可
能になりました。また、ワークフロー機能
により紙の申請書が不要になるだけでなく、
承認体制が明確になり、全ての申請内容
や添付書類が社長まで漏れることなく届く
仕組が構築されました。
「FX4クラウド」の導入により、「楽楽精
算」の仕訳データを取り込むことが可能に
なりました。また、社長が会計情報の印
刷を総務部へ指示することなく、即時的
に会計情報を取得できることから、意思
決定の正確性やスピードが飛躍的に向上
しました。
「jinjer」の導入により、勤怠状況や有給
休暇取得状況を各々が把握することが可
能になりました。また管理職も、総務部に
問い合わせることなく部署内の勤怠情報
が閲覧可能になり、残業時間管理や有給
休暇取得管理が容易になりました。
さらなる大きな動きとして、次 と々クラウ
ドサービスを導入しペーパーレス化を進め
ていく中で、トップダウンで推し進めてき
たペーパーレス化の意義が社内へ浸透し
始めています。例えば、以前は月報や旬報
などの各種報告書を紙で印刷し、社長や
幹部へ資料を渡すのが「当たり前」とされ
ていました。今では、それらの報告は社
内チャットツールから一斉送信され、社長

や幹部はiPadを用いて資料を確認する流
れになりました。紙から電子データへの意
識が、社内において「当たり前」になりつ
つあります。

導入による定量効果（図２参照）
勤怠管理の分野では、残業申請や休暇
申請等、年間約10,000枚にもなる紙の申
請書が不要になり、ペーパーレス化を達成
しました。
給与計算の分野では、給与計算のため
の勤怠情報を整備する業務が大幅に削減
され、担当者及び上司による２重チェック
がスピーディになる等、年間にして約240
時間もの削減となりました。
経費計算の分野では、過去の申請や添
付書類の検索に要する時間を大幅に削減、
その効果は年間約60時間に上ります。
会計の分野では、FinTech連携による
銀行取引情報の自動仕訳や、月初めに作
成する経営報告資料の自動計算による作
業効率化等、年間約180時間の削減となり
ました。
バックオフィスの各業務領域を大幅に改
善し、重要課題の解決に見合ったシステム
を導入することで、年間720時間もの業務
時間削減となりました。

今後の課題・展望

世の中の変化に取り残されず常に変化
していくこと

世の中が常に猛スピードで変化していく
中で、変化を恐れ過去の成功体験ばかり
を続けていると、やがてそれが通用しなく
なり取り残されていくことになります。当社
はこれからも変化し続けていくよう舵を切
り、ITシステムを利用した業務効率化、
書類の電子保存によるペーパーレス化、そ
して従業員の働き方までも変えていき、こ
れからも単なるデジタル化では終わらない
更なるDX化を目指します。そして、ITコン
サルティング事業を通じ、地方の中小企業
を牽引し、世の中の発展に寄与していき
たいと考えています。

電子化業務普及へのお手伝い
この度、日本文書情報マネジメント協会
より、以上のような取組について評価いた
だき、２度目となりますベストプラクティス
賞を戴きました。世の中における電子化の
動きが今後益々進む中、皆様方の業務効
率化・ペーパーレス化に向けた取組の中で、
当社の事例が多少なりとも参考となりまし
たら幸いです。

図２　システム導入による定性効果と定量効果




